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2016 年度「人材発掘」入試

法学既修者認定試験

民 法
（問 題）

注 意 事 項

１．問題冊子、解答用紙および貸与六法は、試験開始の指示があるまで開かないでください。

２．問題は２～３頁に記載されています。問題冊子の印刷不鮮明、頁の落丁・乱丁および汚れ

等に気付いた場合は、手を挙げて監督員に知らせてください。

３．下書用紙は一人につき一枚のみ配付します。

４．ラインマーカー、色鉛筆、修正液等は、問題冊子・下書用紙に使用することを許可します

が、解答用紙に使用した場合は、不正行為とみなすことがあります。

５．貸与六法への書き込みは、不正行為とみなすことがあります。

６．試験開始の指示の後、解答用紙表紙の所定欄に、受験番号、氏名、問題番号を記入してく

ださい。受験番号は正確にていねいに記入してください。読みにくい数字は採点処理に支

障をきたすことがあるので、注意してください。

７．試験終了の指示が出たら、すぐに解答を止め、筆記用具を置いてください。終了の指示に

従わず筆記用具を持っていたり解答を続けた場合は、不正行為とみなすことがあります。

８．試験終了後、問題冊子、下書用紙は持ち帰ってください。

９．いかなる場合でも、解答用紙は必ず提出してください。

10．解答用紙に記載の注意事項もあわせて確認してください。
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問題１の解答は『解答用紙（Ａ）』を使用してください

問題１（75 点）

会社員Ａは、Ａ所有の時価 5,000 万円の甲土地の付近に、人体への危険性を有する微生物を扱う実

験施設をＢ会社が建設する計画があるとの情報を、Ｂ会社の関係者から入手した。そこで、Ａは、甲

土地を早急に処分しようと考え、上記の事情を告げた上で、甲土地を買い受けるようＣ不動産会社に

申し入れた。Ｃは、この申入れを受け入れるかどうかを検討する過程で、Ｂ会社の上記計画が中止に

なったことを知ったが、Ａがこれを知らないことを利用して、甲土地を2,000万円でＡから買い受け、

移転登記を了した。その後、Ｃは、Ｄに甲土地を 5,500 万円で売却し、登記を移転した。

この場合につき、次の（１）、（２）、（３）の問いに答えなさい。なお、（３）は独立の問いとする。

（１）ＡがＤに甲土地の返還を請求した。このＡの請求は認められるか。（35点）

（２）ＡのＤに対する（１）の請求が認められる場合に、ＤはＣに対してどのような請求をするこ

とができるか。（15点）

（３）ＣがＤに甲土地を売却した当時、Ｄは老人性認知症の症状が進行し、日常生活にも支障をき

たすようになっていた。Ｄは、Ｃに甲土地代金 5,500 万円を支払ったことにより、老後資金の

蓄えが底をつき、生活に困窮するようになった。この場合、ＤはＣに対してどのような請求を

することができるか。Ｄが後見開始の審判を受けていた場合はどうか。（25 点）
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問題２の解答は『解答用紙（Ｂ）』を使用してください

問題２（75 点）

【事実】

１ Ａは、不動産業を営む株式会社である。甲土地は、平成 26 年６月４日当時、Ａが所有してお

り、Ａを登記名義人とする登記がされていた。

２ Ａ・Ｂは、同日、賃料を月あたり 50 万円とし、存続期間を同月 15 日から 30 年と定めて、Ｂ

が建物を所有する目的でＡがＢに対し甲土地を賃貸する旨の契約を締結した。Ａは、同月 15

日、この賃貸借契約に基づき、Ｂに対し、甲土地を引き渡した。なお、この賃貸借契約に基づ

いてＢが取得した賃借権は、登記されていない。

３ Ｃは、建設業を営む株式会社である。Ｂは、平成 26 年７月 25 日、報酬を 4,700 万円と定め、

甲土地上に建物を築造する仕事をＣに注文した。

４ Ｃは、建物を完成させ（以下、この建物を「乙建物」という。）、平成 27 年２月３日、Ｂに対

し乙建物を引き渡した。また、Ｂは、同日、【事実】３の請負契約に基づき、報酬として、Ｃ

に対し 4,700 万円を支払った。なお、乙建物は、登記されていない。

５ Ｄは、平成 27 年５月 11 日当時、Ａの取締役であり、Ｅは、Ｄの夫であった。Ｄから【事実】

１から４までの経緯を告げられたＥは、同日、Ａとの間において、代金を 8,200 万円と定めて、

甲土地をＡがＥに売る旨の契約を締結した。Ｅは、同月 25 日、この売買契約に基づき、Ａに

対し代金として 8,200 万円を支払った。また、同日、この売買を原因としてＡからＥへの所有

権の移転の登記がされた。

以上の【事実】１から５までを前提として、次の（１）、（２）の問いに答えなさい。

（１）Ｅは、Ｂに対し、乙建物を収去して甲土地を明け渡すことを請求することができるか。

（40 点）

（２）Ｅは、Ａに対し、甲土地に賃借権の負担があることにより被る損害の賠償を請求することが

できるか。（35 点）

〔以下余白〕
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